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WTO体制下の産業構造調整と農業(注)
一一市場規律への適応能力からの接近一一
鶴田俊正
はじめに
本稿は206 年 1月19 日に早稲田大学で行われたシンポジウムで筆者が報
告したドラフトに加筆したものである O 本稿は 1 .長期停滞下の 2 極分
化， 2. 市場規律への適応力格差一長期トレンドからみた日本経済 3.
規制の歴史的背景と規制改革 4. 日本型産業組織と政府の役割 5. 農
業・農政をめぐる条件変化と介入政策の限界など 5 つのサブ・テーマから
構成されており，本稿では現状分析を横糸とし，歴史的視点を縦糸として，
産業構造・規制改革・政府の役割・農業および農政について論じられてい
るO
190 年代以降の日本経済は，マクロ的に見るとデフレ下の長期停滞とい
う現象が長期に亘って出現していたが ミクロ面で見るとすべての産業・
企業が停滞していたわけではなく 一方では 過去最高のパフォーマンス
(注) 古家清次教授が定年退職されることは筆者にとって実に感慨深いものがある。
吉家教授とは筆者が本学に勤務する 197 年以前からの知己であり，また，筆者が
編者となった『成熟社会のサービス産業j (有斐閣， 1982 年)でもお手伝いを戴い
た。それよりも筆者の本学在職中は公私を問わずお教えを乞うたことは山ほど有
る。長年のご厚誼に感謝する意味で拙文をものにした。ご健康に留意され第 2 の
人生をお楽しみ戴きたいと願うものである。
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を示していた企業群が存在していた反面，もう一方では，厳しい調整に直
面していた企業群が多数存在していたという 2 極分化現象がみられた。本
稿の前半では，このような構造を派生させた原因は何かを歴史的視点を重
視しながら論じられている O 本稿での暫定的結論は，政府から自立し，競
争的市場で企業成長を実現してきたか否かが，両者のパフォーマンスを決
定する上で極めて重要な位置を占めているという点にある O
戦後の日本経済を国際経済との関わり合いの変化に着目すると，日本経
済の長期トレンドは1950-73 年までの閉鎖型モデルと 1973-2 世紀まで
の開放型モデルとに大きく 2 つに分けることができる O しかも閉鎖型モデ
ルのなかにも 1950-6 年までの前期と 1960-73 年までの後期，開放型モデ
ルにも 1973-85 年までの前期と 1985 年以降の後期とに分けることができ，
半世紀にのぼる歴史的プロセスを 2段階. 4 ステージモデルで説明が可能
だといえる O 時代の変化とともに海外からの競争圧力が強まっていくこと
に着目したものである O
4 ステージ目の1985 年以降は 日本経済・産業の競争環境が大きく変化
した時代で， 1984 年の金融の国際化， 85 年のプラザ合意によってグローパ
ルエコノミー，ボーダーレス・エコノミーの時代へと進み，また，アジア
の産業化が進んだ結果としてアジア諸国との新たな国際分業の形成が大き
な課題となり，海外からの強い競争圧力が加わった時代であった。それだ
けに市場規律に適応できた企業とそうでない企業との格差が目立ち，政府
に多くを依存していた産業・企業では厳しい競争環境への適応が遅れ，パ
フォーマンス格差が発生した。
別の視点で見ると日本経済のトレンドは 1 ドル360 円時代， 20 円時
代， 10 円時代へと段階的に移行するに伴い，円高の中で存続できる企業
のみが産業構造の中心に位置し，旧い産業は海外に生産拠点を移すか，あ
るいは淘汰されるかの厳しい選択を行わざるをえなかった。しかし， 190 
年代以降の日本経済では国際的な側面だけだけではなく，政府と産業のと
WTO 体制下の産業構造調整と農業 47 
の関わり合いの変化も顕著に進んだ。いわゆる規制改革である。規制によ
り保護を受けていた産業・企業は市場規律への適応が遅れたともいえる O
したがって，規制の歴史的背景と規制改革ならびに産業活動をめぐる政府
の役割について後半で紙幅を割いて検討した。
最後の農業・農政をめぐる条件変化と介入政策の限界では，以上のよう
な文脈に農業・農政を位置づけ，農業政策のあるべき方向を検討した。農
業をめぐる条件変化では，農政を支えた自民党システムの崩壊，巨額の財
政赤字，生産者から消費者へと政策の軸足の転換，官製市場批判の台頭，
市場経済重視のトレンド， WTO ルールの重視などが指摘され，また行政
手法の事前介入から事後介入への変化など農業・農政をめぐる条件変化は，
従来型の介入政策の継続を困難にし，企業家農家が育つような市場環境の
整備にこそ政策の重点を置くべきだと論じられている。
1 .長期停滞下の 2極分化
190 年代以降の日本経済はしばしば「長期停滞J とひとくくりにして論
じられるが，マクロ経済面では該当しても， ミクロの企業レベルで仔細に
観察すると「活力のある企業J と「活力のない企業」とが混在し，一概に
「長期停滞J と論じることのできない現象が存在しているように思える O
たとえば， トヨタ，キヤノン，ホンダ，ソニー， TDK ，ヤマト運輸，セ
ブンイレブン等々，活力のある企業群が少なからず存在している o 日産は
ルノーと提携してから土俵際から蘇り活力のある企業群の仲間入りを果た
した。これらの企業群は伝統的に援良企業と言われる企業であるが，編み
機の島精機製作所などを代表に多くの中堅企業や新興企業がこのジャンル
の中に含まれている o
もう一方で活力のない企業群には実に多くの企業が含まれている o 205 
年夏以降の株価の上昇で，株価が 3桁台に達した企業が著しく増加したが，
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かつては 2桁台の企業が多くの産業で多数存在していた。また，業績が長
期に亘って悪化し，経営が不透明な企業も多数存在していた。「産業再
生」がこの時期のキーコンセプトであったことからもこのことを窺うこと
ができる O たとえば，みずほ銀行の株価は額面割れ寸前まで下落したし，
建設産業に属する多くの企業の株価は軒並み 2 桁台となっていた口流通分
野ではセゾングループは解体され ダイエーも解体寸前にまで追い込まれ
ていた。このようにみると長期停滞といわれた190 年代から21 世紀にかけ
ての日本経済では産業・企業の二極分化が進んでいたといえる D
この原因は何だ、ったのか。結論を先にいえば，競争環境が整備されてい
たか否か，消費者重視の経営に取り組んでいたか否か，あるいはコンブラ
イアンス重視の経営に取り組んできたか否か，グローパル戦略を展開して
いたか否かが大きな分かれ目となっている O いわば活力のある企業群は競
争的なフィールドの中で消費者を直視しながら成長を遂げ，世界的な成長
戦略を推進してきたといえる O
反面，活力のない企業群は政府規制の下で政府の保護を受けてきたか，
公共工事のように政府の発注を受けるなど政府の，恩恵を受けてきた企業が
圧倒的に多い。たとえば，銀行は長期に亘って政府規制下にあり「護送船
団」といわれていたことがこの事実を象徴している O 建設産業も政府の公
共投資の恩恵を受けており，流通も長年にわたって大規模小売庖舗法など
により保護されており政府の規制下に入っていた産業であった。
この他にかつては優良企業といわれた日立，東芝，三菱， NEC ，富士通
などの企業群も， 190 年代から21 世紀にかけて業績が著しく悪化し，数千
億円にものぼる経常赤字を余儀なくされたことは記憶に新しい。これらの
企業群に共通していたことは間接的に政府規制の，恩恵を受けていたことで
ある O たとえば，日立，三菱，東芝などの重電部門は電力産業から発電機
などさまざまな重電機器を受注していた。電力産業は最近でこそ自由化が
進展し普通の企業になりつつあるが，長年，規制下にあってまったく競争
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の働かない地域独占産業であった。電力料金は総括原価方式の下ですべて
のコストを積み上げ，積み上げられた総原価に一定の収益率を乗じて決め
られていた。ムダが制度化され易い仕組みであったといえる。
一般の産業ではこのような原価の積み上げ方式ではなく，市場で形成さ
れた価格を与件として生産方法・企業組織・国際分業のあり方など経営資
源の配分を決めるのが通例である O このような企業行動が効率的な企業組
織を形成させる。しかし，総括原価方式は効率とはまったく無縁な料金決
定方式である。こういうケースで企業が機器類等を発注する場合には効率
を追求するという発想が希薄となり，発注価格がどうしても甘くなったり，
過剰品質を追い求めたり，それを反映して企業組織にもムダが制度化され
たり，ルーズな企業行動がとられたりして，環境の変化に適応しにくい企
業体質となっていた可能性がある O 巨額の赤字の発生はこの結果であった
といえる O
NEC ，富士通，沖電気などの企業は，長年，電々ファミリーと呼ばれて
いた。旧電々公社からさまざまな財・サービスを長期に亘って受注してき
た。電気通信分野も電力産業と同じように総括原価方式が適用され，この
ために電気通信関連企業も電力関連企業と同様な事情にあった。企業組織
の中に厳しさが欠けていたことは容易に想像でき， 90 年代から21 世紀にか
けての日本経済の構造変化に適応できなかったように思われる。活力のな
い企業群は，端的にいえば直接・間接的に政府との付き合いが深い企業群
であったという特徴を有している O
コンブライアンスを軽視した企業群も，この数年，大きな社会的な問題
を起こし，業績が悪化した企業が少なくない。たとえば雪印食品は牛肉偽
装事件で廃業を余儀なくされ 日本ハムは牛肉偽装事件で経営トップが辞
任し，業績が一時期著しく悪化した。また，東京電力は原子力発電の検査
データ事件で，経営トップが辞任し，財界活動を自粛するなど大きな影響
を受けたが，それだけではなく未だに (206 年12 月現在)この事件の影響
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で原子力発電が動いていない発電所もある O
三菱自動車は欠陥車問題が大きな社会問題へと波及し，事故が多発した
だけではなく人身事故さえも起こし，品質・企業への不信が増長して，企
業存立の瀬戸際まで追いつめられてしまったことは記憶に新しい。旧 UFJ
銀行でも不良貸し出しデータを隠蔽するなどして批判を浴び¥その結果と
して東京三菱銀行に吸収合併されざるを得なくなった。コンブライアンス
体制を確立するか否かは企業の死活問題になっていたといえる O
2. 市場規律への適応力格差-長期トレンドからみた日本経済
90 年代以降の「長期停滞」下の日本経済ならびに企業を取り巻く環境を
第二次大戦後における日本経済の長期トレンドの中に位置づけると以下の
ような特徴を指摘できる O 日本経済の長期トレンドは1950-73 年までの
閉鎖型モデルと 1973-2 世紀までの開放型モデルとに大きく 2つに分ける
事ができる O しかも閉鎖型モデルのなかにも 1950-6 年までの前期と 1960
-73 年までの後期，開放型モデルにも 1973-85 年までの前期と 1985 年以降
の後期とに分けるのが適当で，半世紀にのぼる経済発展のプロセスを 2 段
階・ 4 ステージモデルで説明が可能だといえる O こういう流れの中で90 年
代以降の日本経済を位置づけると 90 年代以降に直面した経済現象が良く整
理できると思う O
閉鎖型モデルは端的にいえば為替レートが 1 ドル360 円時代であり，し
かも前期の1950-6 年代は完全な封鎖体制の経済である O 厳格な輸入数量
制限を行っており，対内直接投資も規制されていたので海外からの競争圧
力は全くない状態であった。圏内では新しい産業群が随所に出現し競争的
市場環境の中で企業は成長しており，当時， r過当競争J と言われるほど
囲内では活発な競争が展開されていた。しかし，重要なポイントは海外と
の関係では輸入制限，対内直接投資が規制されていたから完全に「閉ざさ
‘ ...
WTO 体制下の産業構造調整と農業 51 
れた市場J での競争であったことである。
1960--73 年の後期になると，海外との関係が開けてきて外からの競争圧
力が少しづっ加わってくるようになる O 貿易自由化は1960 年から始まり数
年後には工業用製品に関する限り輸入制限は基本的に撤廃されている O 資
本自由化は1968 年から始まり 73 年には第 5次自由化が完了して，資本取引
の完全な自由化が実現している O 開放経済体制への移行は60 年代から70 年
代にかけて完了した。
しかし，現実には海外から輸入製品が増加することはありえなかったし，
また，対内直接投資が増加するという傾向も見られなかった。この頃の国
際化は日本製品が海外に出て行くという意味での国際化であり，園内に資
本・製品が入ってくることはほとんどなかった。貿易構造は原材料を海外
から購入してそれを加工して輸出するという垂直分業体制が維持されてい
た。 1 ドル360 円という円安レートが維持されていたからで，圏内の産業
構造ではこの円安レートで存立可能な旧い産業群が温存されていたといえ
るO
日本経済が文字通りの開放型経済へと転換していくのは1973 年の変動相
場制への移行後からで， 1973-85 年がその前期， 85 年から現在までが真の
開放型経済ーグローパルエコノミーないしはボーダーレス・エコノミーの
時代と位置づけることが可能である O
1970 年代半ばから85 年までの時代の特徴は以下のように整理することが
できる O
( 1 )為替レートは固定相場制から変動相場制へと移行し， 78 年には l ド
ル180 円という閉鎖型経済では全く想像できなかった円高レートの出
現。
(2) 73 年の第一次石油危機と78-0 年の第二次石油危機の結果 1バー
レル40 ドル弱の高価格原油の出現。
( 3 )円高と高価格原油とによって国内の産業調整が進展。特に円高は旧
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い産業を淘汰し，産業構造の中心は知識集約型産業へとシフト。
( 4 )繊維・カラ -TV' 鉄鋼・自動車・工作機械・半導体などの産業群で
日米，日欧との間で貿易摩擦が顕在化，日本市場の開放が大きな政策
課題として登場。
( 5) 1980 年に為替の自由化， 1984 年に日米円ドル委員会によって先物為
替の自由化・円の国際化の実施。
( 6) 1985 年のプラザ合意によって円高・ドル安政策の実施。
この時期は制度的にも，実体的にも海外からの競争圧力が加わり， I聞
かれた市場」へと転換し，市場機能重視の時代へと移っていった。とくに
為替レートが 1 ドル20 円時代になると， 360 円時代に比べて海外からの競
争圧力は比較にならないくらいに大きくなったといえるが， 1985 年以降の
10 円時代と比較すると海外からの競争圧力は，尚，弱かったといえる O
準開放型経済と呼ぶことができる。
1985 年以降は市場に大きな変化があった時代で，いうまでもなく 1984 年
に金融の国際化が実施され，この結果として先物の為替予約が出来るよう
になり，企業の資金調達方法が国内の金融機関に依存した間接金融方式か
ら，広く海外の金融市場，資本市場へとシフトしていった。この結果，国
内の金融構造および金融機関の貸し出し行動は大きく変化し， 90 年代に起
こった金融危機の布石となった。
85 年のプラザ合意によって円高ドル安が定着し 1 ドル10 円時代に入
っていった。まさにグローパルエコノミーの時代であり，この結果，海外
から安い製品の輸入が急増し，日本の貿易構造は垂直分業からアメリカ・
ヨーロッパ諸国のような水平分業へと転換した。また，この時期に韓国・
台湾・香港・シンガポールなどの NIES 諸国に加えて中国・アセアン諸国
の産業化が急速に進み，日本をめぐるアジア諸国との新たな国際分業が形
成された。日本からのこれら地域への直接投資がアジア諸国の産業化をさ
らに促進し，日本の製品輸入の増加，新国際分業の形成が加速された。
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円高・アジアの産業化に伴う製品輸入の増加および日本からの直接投資
の増加は日本の産業構造を大きく変えていった。製品輸入の増加は日本の
旧い流通構造から新しい流通構造の形成へと進み，また，企業行動もこれ
らの輸入製品と競争できるような価格政策や経営資源の再編成を促してい
った。海外からの競争圧力はこれまでとは比較にならないほど強まった。
第2次世界大戦後の日本経済のトレンドは l ドル360 円時代， 20 円時
代， 10 円時代へと移行するに伴い，円高の中で存続できる企業のみが産
業構造の中心に位置し，旧い産業は海外に生産拠点を移すか，あるいは淘
汰されるかの厳しい選択を余儀なくされた。製造業に限定すると全体の 8
割ぐらいが広義の機械工業となり，一般機械，電気機械，輸送機械，精密
機械が産業構造の中心に位置づき，国際的にみた比較優位産業となった。
しかし，こうした産業構造の転換に伴い，新たな問題が顕在化してきた。
内外価格差の発生である O 内外価格差の発生の原因は，競争環境の変化に
適応できる企業と環境変化に適用できない企業との適応能力格差だけでは
なく，貿易財・非貿易財・規制財など財の性質によって考えることが必要
である O
貿易財は国際的に一物一価の法則が働くので調整スピードは最も速い財
であり，輸入障壁が存在するなどのケースを除き，競争的市場環境が維持
されている限り内外価格差は発生しない。非貿易財はサービス財が主体で
海外からの輸入圧力は弱く このために海外からの競争圧力が微弱である
ために，調整スピードは比較的に緩い。ただし，非貿易財分野でも貿易財
における構造変動の間接的な影響と海外諸国からの直接投資が日本国内の
構造変動を誘発する作用は軽視できない。
規制財は政府の規制によって保護されているために海外からの競争圧力
は波打ち際で遮断されてしまっている。したがって，上述の構造変動に直
面しでも旧い産業体質が温存され資源配分上のロスを大きくし，内外価格
差の原因となる O たとえば，貿易財は輸入価格と国内価格とが完全に連動
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し，国際価格と圏内価格との一体化が進んでいるが，規制財の場合には輸
入価格が下落していても国内価格は反応せず，輸入価格と圏内価格との霜
離が発生し，この結果規制改革が政策上の大きな課題となる O この論点は
後述する O
貿易財・非貿易財・規制財には明らかに調整スピードに差があり，今日
の日本の経済社会には新しい企業組織と古い企業組織が混在しており，グ
ローパル体制下で調整スピードの遅い企業は依然としてアンシャン・レ
ジームから脱却していない。これは明らかに市場規律への適応能力格差と
もいえるもので，経済システムや企業システムが競争環境との整合性をど
のように維持・確保するかが大きな焦点になっているともいえる O そうい
う意味で広義の護送船団方式にしがみついていた企業は，①官による保護
に頼り，②市場機能を軽視し，③競争制限的な慣行からの脱皮が遅れ， 21 
世紀になっても調整を余儀なくされているといえる O
近年の企業組織に注目すると，年功序列型賃金体系が崩れたといわれる
が，年功序列方式の賃金体系が維持・機能できたのは開放型モデル前期の
ポスト石油危機までであり，プラザ合意以降は年功序列型賃金体系を維持
していると市場規律に適応できないケースが増大し，このために多くの企
業で賃金体系の見直しが不可避となった。しかし，この一事をもって「日
本的経営」が完全に崩れたと即断してはいけない。本稿では詳細に論じな
いが， トヨタ・キヤノン・日産などの活力のある企業が「日本的経営」を
看板に掲げていることをきっちりと見据えることが必要で、ある O
今日の日本経済を見る視点としては ①海外との関係でどれくらい聞か
れているか，②海外との関係で産業の調整スピードが速いか否か，③官と
民との関係ではどういう位置づけになっていたかを的確に見極めることが
重要である D 今日の競争環境は，単に海外からの競争圧力だけでなく，官
と民との関係が見直されて，その結果として競争圧力が加重されている側
面も決して軽視すべきではない。
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3. 規制の歴史的背景と規制改革
規制産業は，電力・都市ガス，通信・情報，金融・保険・証券，流通・
物流(トラック・倉庫・内航船海運) ，都市内・都市間交通など国民生活
に密接に関連した分野で幅広く存在していた。規制改革・規制緩和が中央
政府の中心的な政策課題となったのは193 年の細川連立政権からであり，
それ以降，羽田・村山・橋本・森・小測・小泉・安倍内閣と内閣が変わっ
ても規制改革が政府の中心的政策になっていった。規制改革を推進するこ
とによって，資源配分上のロスの改善と，構造改革を推進して調整スピー
ドを高めようというのが歴代内閣の発想の根底にあったといえる O
規制改革で象徴的なことは，ピックバン政策が195 年から展開され，護
送船団の解体と金融の淘汰・再編成が行われたことである o 今日では電
力・都市ガス，通信・情報，金融・保険・証券，流通・物流，都市内・都
市間交通などではそれぞれの産業の実情に応じて自由化が進展し，最近で
は，医療・福祉，教育，農業などの官製市場に調整の焦点が移りつつある o
そういう意味では規制改革と競争政策をもう少し体系立てて整理する必
要がある。今日の規制改革は第 3の変革の時代といわれる O 第 lの変革が
明治維新，第 2 は戦後改革，そして第 3 が今日の変革の時代である。現代
がなぜ第 3 の変革の時代なのか。これを理解するためには日本の経済社会
の中での規制の歴史的背景を考えていく必要がある O
この際に理解の仕方が 2 つある口 lつは戦後改革によって戦前・戦後の
経済体制は断絶したという見方である O もう l つは戦後改革によって，新
しい経済システムが形成されてきたが，現代社会は戦前の経済システムと
の繋がりが依然として強いと考える見方である o 戦後改革によって日本の
経済システムが大きく変化したことは事実であるが，しかし，経済社会の
重要な分野で戦前との繋がりが相当強い経済だと考える見方である o 私は
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後者の立場に立っている O
日本の経済史を紐といてみると，明治から大正時代までは古典的経済モ
デルと呼べるような経済システムであり，政府が産業活動に関与する機会
も決して少なくなかったが程度問題からいえばそれ程強くはなかったと
評価できる O とくに政府規制という点ではこの傾向ははっきりしていた。
しかし，昭和に入ってから，さまざまな分野で政府が産業活動に介入し，
このような政府介入・規制が戦後改革以降も生き残り，また，新しい規制
が導入されてきたといえる O 独禁法適用除外制度による競争制限の制度・
慣行は明らかに戦前からの思想、を継承し，戦後に導入されたものである O
たとえば， 1926 年に金融恐慌が起こり，金融恐慌を契機として銀行法が
制定された。銀行法が制定されたことによって，大蔵省の金融機関への干
渉が始まり，恒常的介入による護送船団の仕組みが出来上がっていった。
金融機関に関していえば，昭和の初期から 195 年のビッグパンまで70 年間
もの長期に亘って国家による規制が続いていた。戦後改革は金融機関には
及んでいなかった。このように長期に亘って第 2 次大戦後も護送船団行政
が機能していたのは日本の経済システムが閉鎖型であり，海外からの競争
圧力が働いていなかったからである O 少なくとも 1984-5 年の金融の自由
化・国際化までは資源配分・所得分配上の問題は残るにせよ，護送船団行
政が機能しうる客観的条件があった。
しかし，金融の自由化・国際化が進展し始めると護送船団方式の成立条
件は消滅し，市場の作用の中で金融・保険・証券など広義の金融システム
を位置づける必要が生じていたが， 1985- 年の10 年間は過去の惰性で金
融行政が展開され 195 年のビッグパンでようやくにして政府と金融機関
の関係は正常化された。政策が現実に適応できるようになったこの10 年の
ズレと遅れが金融機関のその後のあり方に大きく影響を与えた。金融シス
テムの動揺とその後の再編成は政策対応のこの10 年の遅れが決定的に影響
した。
~‘'・
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日本が古典的経済システムから大きく転換したのは1931 年に中国東北部
(旧満州りに日本が侵略を開始し， r15 年戦争」が始まってからであった。
1934 年には石油業法が制定され石油産業に関する国家の規制が始まったの
もこのような時代の変化を象徴していた。 1934 年は日本経済社会の大きな
転換期であり，ワシントン軍縮条約の廃棄，天皇機関説に対する排撃運動，
巨艦計画の推進，国体明徴の政府声明による国家主義勢力・軍部の台頭な
ど日本が急激に右旋回した年であった。
1937 年の日中戦争(当時の支那事変)は経済システムの大きな転機とな
った。 37 年には「臨時資金調整法J r輸出入品等臨時措置法J r軍需工業動
員法の適用に関する法律」などの統制立法が行われ， 38 年には経済活動だ
けではなく広い範囲の統制権限を政府に与えた「国家総動員法」ゃ「電力
国家管理法」などが制定され，戦時体制が強化された。
酒類販売業の免許制が導入されたのも 1937 年であり，この制度は戦費の
安定的確保のために導入されたものである o 当時，日本の税制は間接税が
中心であったが，消費税のような広い税制は存在せず，酒税などのように
特殊な商品に対して課税していた。戦争が始まると戦費調達の必要から税
制の強化は緊急の課題であった。酒類販売業に対する免許制の導入は，産
業組織の中での競争を制限して安定的な税収確保が意図された。この免許
制は戦後も中小酒販店の保護のために活用され，撤廃されたのは21 世紀に
入ってからであった。
38 年になると百貨庖法が導入されて流通に関する規制が加わった。百貨
庖法は石油業法とともに戦後改革の一環として一端は廃止されるが，百貨
庖法は1956 年に，石油業法は1962 年に戦前と全く同じ内容で復活した。百
貨庖法は1974 年に大規模小売店舗法へと継承され，大庖法の廃止は20 年
のことであった。流通保護は20 世紀一杯つづいたことになる O
1942 年になると食管制度が導入され，農業の統制が始まった。日本銀行
法も改正されて大蔵省の影響力を日銀が直接受ける仕組みが導入された。
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都市では統後の市民生活の安定を意図して借地借家法が施行され借地・借
家人が保護された。食料管理法が廃止され，食糧法が登場したのは195 年
であり，日本銀行法が改正され，長年の懸案であった日銀の独立性が保証
されたのは198 年の法改正によってであった。また，借地・借家法を改正
し，借地・借家人に対する過剰保護を改善するための定期借家権法が導入
されたのは20 年のことであった。
第2 次大戦後に GHQ の方針に沿って政治改革，教育改革，経済改革が
幅広く行われ戦前の仕組みの徹底的見直しが行われた。また，戦前に経営
の中枢で活躍していた多くの経営者が公職追放され，同時に戦前・戦中の
統制的措置を決めた諸制度・法律の見直し・廃棄も行われた。この限りで
は，戦後改革によって日本の経済システムは戦中・戦前の仕組みからの転
換が進んだ。しかし 産業のあり方を包括的に決めた各種の業法は温存さ
れたものもあり，戦後の資源配分・所得分配に大きな影響を与えた諸制度
も温存された。この意味では戦中・戦前と戦後との連続性を有している側
面も決して軽視できるものではない。また 戦前の統制の仕組みが形を変
えて戦後も機能していたことも看過されるべきではない。
戦前・戦中の統制時代の仕組みは，企画院(戦後経済企画庁・現在の内
閣府)が統制全体のプランを作り，この統制のマスタープランに沿って各
省庁が担当産業に関する個別の統制プランを作り上げ このプランに沿っ
て行動していた。しかし，省・庁が統制プランを遂行していくには限界が
あり，現場に近いところで統制業務を実践していく組織が必要であった。
この機能を担っていくのが各産業に存在していた統制会である O
たとえば，商工省(後に軍需省，今日の経済産業省)はさまざまな産業
群に対して統制行政を実践していくが 実際に現場での統制の業務を担っ
ていたのは民間企業と官庁の中間にある各種の統制団体であった。民間の
統制団体がどの程度有効に統制業務を実践できたかの評価は分かれる O た
だし，このような統制の仕組みができたからといって国家統制が初期の目
標通りに実行されたことを意味しない。
.
.: 
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重要な論点は，この統制団体が第 2 次大戦後に事業者団体に衣替えをし
たが，事業者団体は官と民間の中聞に位置し，官から行政の考え方・具体
的な政策を媒介して民に伝達すると同時に，企業の行政への要望をまとめ
官に伝達するなどの機能を果たし，事業者団体が規制行政のネットワーク
の一部に位置付き，重要な担い手として機能していたことである O 仕組み
としては統制時代となんら変わることがない。
規制改革が推進されて以来，このような関係はようやく崩れつつあるが，
今でも事業者団体が影響力をもっている具体例として，電力・都市ガスの
自由化のケースが参考となろう O 電力・都市ガスの自由化を推進する上で
行政はまず事業者団体と交渉をしなければならないという慣行は依然とし
て残っている O 第 2次大戦後にさまざまな改革が行われたが，政府と民間
との関係では戦前からの仕組みがず、っと温存されている。自由化が完全に
行われた産業では，事業者団体のこのような影響力は排除されているが，
規制が残っている分野では決して無視できない影響力を行使していること
が重要であろう O
4. 日本型産業組織と政府の役割
日本の産業組織の特徴は以前から競争社会と言われていたがI 2層の構
造になっていたといえる o 1つは民間企業を中心とした活発な競争を展開
している分野であり，日本経済の良好なパフォーマンスはこのような産業
群によって支えられている O もう lつは規制産業であって，この分野では
競争が非常に微弱であり，競争が著しく制限されていた産業群である o こ
のような質の異なるこつの産業組織が共存できたというのは，海外からの
競争圧力が微弱な I ドル360 円時代の閉鎖型経済ないしは 1 ドル20 円の準
開放型モデルの時代までであったろう O
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しかし， 1985 年以降になるとボーダーレス・エコノミーの時代となり，
規制産業が存立できる条件はだんだんと失われ，規制改革を推進しなけれ
ばならなくなったといえる O そういう意味で規制改革が日本の産業組織の
流動化を相当に促進しているという面がある O 規制の温存は，企業体制の
中にぬるま湯的なものを温存してしまう O また，企業の意思決定の仕組み
も非常に遅い、あるいは競争力強化に関する問題意識が非常に希薄である
とか，市場規律に対する適応力が弱いという数々の弱点がある O
規制の問題点を象徴していたのが電力産業の価格決定の仕組みであり，
それは総括原価方式であった。総括原価方式は費用をすべて積み上げて，
それに一定の収益率を乗じて価格・料金を決める方式である O したがって，
設備等を作るにあたっても頑丈なものにするとか，多くのムダが制度化さ
れていたといえる O 高めに発注してもコストは必ず回収されるわけである
から，競争に対しては全く無頓着となる O
一般の産業だと市場で形成されている価格を与件として経営資源の配分
を決めるのに対して，総括原価方式の場合は市場価格に関係なくコスト積
み上げ主義である O 一定の収益も保障されているので，競争が活発な企業
から見ると 180 度異なったスタンダードで企業活動が営まれていたといえ
るO そういう制度・慣行が自由化の中で見直しが進みつつあるが，日本の
中で長い間に亘って許されていたものだけに，このようなビジネス慣行か
ら企業風土を完全に転換させるまでには相当の時間を要するともいえる O
それではどの程度まで規制改革が進んだのか。銀行・保険・証券などの
金融機関は全く政府と離れ，自己責任原則で企業活動を行うようになって
おり，百貨庖などの流通分野でも政府の保護から離れている O また，公共
投資分野も以前のようなドンブリ勘定がなくなってきており，競争入札が
かなり進んでいる O 自由化によって総括原価方式を見直すという所までき
ている O 官製市場改革の必要性が強調されるように，農業，医療，福祉，
教育などに改革の焦点が移りつつある O 日本の産業社会ではかなり規制改
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革が進んで、きたといえるのではないか。郵政民営化はこのことを象徴して
いるともいえる O
新時代の政府と産業の関係はどうあるべきなのであろうか。規制改革が
進んでいる中で，政府は何もしなくても良いのか。そして海外との関係で
かなり競争が激しくなってきているが，それをほったらかしていて良いの
かということが次の検討すべきポイントでなる O
市場システムの中における政府と産業の関係を見ると，市場が正常に機
能しない領域がかなり存在しており，たとえば，①情報の非対称性が存在
しているケース，②公共財の供給，③外部性の問題，④所得再分配政策な
どが該当し，政府がきっちりした役割を果たすことが期待されている分野
は決して少なくない。
情報の非対称性を考える lつのケースは資本市場と金融市場に一例を見
ることができる O 資本市場では投資家が債券投資をする場合には，企業が
発行したさまざまな情報を開示した書類を参考にして投資家は投資をする
か否かを決めることができる O このように資本市場では情報の開示が義務
付けられているが， しかし金融の場合は貸し出し情報の開示は行われては
いないし，かつ情報開示が適切であるともいえない。企業機密に属する事
柄が含まれているからだ。
たとえば，われわれが銀行預金する時に，その預金がどのように使われ
るのか，どのように使われようとしているのかをわれわれはまったく知る
ことはない。しかし，銀行は預金者から預かったお金を企業に効率的かっ
安全に融資するためには企業の経営状態を詳しく知っている必要がある O
しかし，この銀行が保有している経営情報は一般の預金者には公開されな
いし，また，公開する必要もない。
つまり，金融の場合には預金者と企業の聞に著しい情報の非対称性が存
在している o そのためにこういう分野では銀行が適切な貸し出しを行って
いるのか否か，また，銀行が適切な会計処理を行っているのか否かなど，
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行政が銀行に対するきっちりとした監督・監査を行い この監督・監査結
果の情報を基にした総合的評価を行政が行い その情報を預金者に開示す
ることが必要である O つまり預金者の預金行動の基礎となる銀行の経営力
評価を行政が行い，預金者の判断・行動の指針となる情報を開示すること
が政府の重要な役割となるのである。
外部性の問題はどういうことか。外部性とはある経済主体A の活動が
市場を経由することなく他の経済主体 B の生産性や効用に影響を及ぼす
ような現象を指している o このような外部性を有する典型が土地財であり，
負の外部性が公害・環境問題である o 住環境は周辺に産業活動が行われて
いるのか否かによって住環境としての静寂さが維持されているのか否かが
決まってくる O したがって，土地利用に際してはすべてを市場の中に投げ
込むのではなく，都市計画や都市利用計画を中央政府・地方政府がきっち
り作っていかなければならないことになる O 土地の最適な資源配分は政府
の計画と市場システムとがうまく機能しあってはじめて実現するのである O
日本ではこの関係が必ずしも巧くいっていない。
流通の分野では，中小小売業の保護を目的とした大規模小売庖舗法によ
る規制から大規模小売庖立地法によって都市環境などを重視した規制方法
に変わってきた。また，地方都市に行くと中心街の商店が空洞化し，昼間
でもシャッターが閉まったままとなっていて，活力がなくなっている地方
都市が数多くある O この原因は郊外に大きなショッピングセンターが出来
て，そこに多くの人々がショッピング等に出向くから中心商店街は荒廃し
て了うという因果関係がある口したがって，最近の流通に関する政策論で
は郊外型の大型店を規制し，中心街の商庖を保護するために都市内商業の
活性化を図ろうという考え方が台頭しつつある O これなども流通産業は土
地利用と密接に関係し外部性を有しているからである O
1970 年代にヨーロッパとアメリカの流通政策はどのような特徴を持って
いるのかということを現地に赴いて調査したことがある O この調査結果は
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参考文献に掲げた『世界と日本の流通政策一商業立地と都市形成j (日本
評論社， 1980) に詳しい。この調査を行った時に最も印象的だ、ったのがド
イツであった。ドイツは都市内部の商業活動については，ゾーニング規制
以外は全く自由競争に委ねていて，対照的に郊外の大型庖のみを規制して
いた。都市商業を保護し，都市を活性化するとの発想に基づいていた。こ
れは一種の外部性に立脚した政策である o フランスも考え方としてはこれ
に近い政策を採用していた。流通では企業活動を完全に自由にしてレッセ
フェールで巧くいくかというと必ずしもそうではないという一例だといえ
るO そういう意味で日本の流通政策にはいろいろと問題があったように思
える O 中央・地方政府がきっちりとした対応をしなければならない分野で
あるといえる O
市場経済は長期動学的な資源配分をどのように行っていくべきかといっ
たことに関しては，何にも答えが出ていないように思える o マーケット任
せでいいものか否か。あるいは社会的欲求財や国防・外交などの集合消費
の性格を有している分野や，個人の支払い意思を市場では確認できない
ケースなどに対して，政府がやるべき事が多いように思える O 消費者関連
でも独禁法による競争秩序の形成や消費者関連法規などの分野(製造物責
任法など)で政府が取り組むべき課題は実に多い。
日本の経済社会の実態を観察していると国のガパナンス機能が欠如して
いて，そのことがさまざまな問題を引き起こしているという印象が強い。
コンブライアンス軽視の企業は市場から脱落すると述べたが，金融や原子
力，食品などの企業を見ていると，政府のガバナンス機能の欠如がかなり
はっきりしていたように思える O そういう意味で，政府と民間との関係は
どうあるべきかといったテーマはいつの時代においても絶えず考慮されな
ければならない。
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5. 農業・農政をめぐる条件変化と介入政策の限界
以下では農業の課題と農業政策について整理することにする O
1950 年代から 1973 年はクローズドシステム期の農政， 1973 年から 1985 年
は日米摩擦と門戸開放， 1985 年から20 年ないしは21 世紀にかけては円
高・グローパルプライシング時代の農業と農政であり，このような時代区
分は先程の日本経済の長期トレンドの時代区分と一致している O したがっ
て，農業問題もこのような日本型モデルと重ね合わせながら考えていくと
問題の核心が良く見えてくるといえる O
1950 年から 1973 年頃までの農政は， 60 年までの前半には日本が自由化に
取り組む以前の， 60 年以降の後半には開放経済体制へと向かいつつあった
が，前・後半を通して 1 ドル360 円時代のクローズシステム期の政策体系
である o 1963 年に農業基本法が制定されたが，この頃の農業人口は全人口
の37% を占めており，農業就業人口は全就業人口の27% であった(現在で
は農業就業人口は全体の 4 % を切っている)。
当時，相当多くの人々が農村に住み，農業活動から所得を得ており，し
かも日本の中で単独で最大の階層だ、ったといえる O そういう意味では，生
産性を上げるということだけでなく，農業と他産業との所得格差をいかに
縮小していくかが政策的側面だけではなく大きな社会的関心であった。ま
た，農業政策も社会的統合機能を担わなければならなかった。生産政策や
区画政策を通しである意味で農家と一般の産業の所得格差を縮小していく
必要があった。
当時，農家と自民党との聞で票の取引が行われていて，そのプロセスを
通して自民党システムが確立された。しかし，農業保護政策の結果として，
マーケットにおける需給調整が行われなかったために 米の収穫が顕著に
増加し生産物の過剰時代へと移行していった。また，生産プロセスでは機
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械化が進展し，農作業が楽になったために専業農家ではなく兼業農家が主
流となる時代を迎えた。兼業農家の時代になると農外所得が農業所得を上
回り大きな転機が訪れるようになる O 減反問題が顕在するのもこの時代の
終わり頃である O
73 年から85 年には日米の経済摩擦がさまざまな産業分野で起こる O 特に
70 年代前半には日米繊維協定が締結され，その後，カラーテレビを中心と
して日米での市場の住み分けが行われた。 80 年代に入ると自動車摩擦や半
導体摩擦が起きた。この70 年代後半から80 年代には日米の経済摩擦を背景
として日米の経済関係はは極度に緊張していたといえる。このような背景
の中でアメリカは70 年代から80 年代を通して日本の門戸開放を求めてきた。
農産物もこの例外で、はなかった。
牛肉・柑橘類の輸入枠拡大が求められ 事実上の自由化が進むこととな
った。非自由化品目は米だけになるという状態が出現した。この時代にな
ると，グローズドシステム期の諸問題・諸課題が一挙に顕在化し，食管制
度を変えて政府米の逆ザヤを解消するとか，自主流通米の推進とか，政策
奨励金依存からの脱却など農業の効率化が推進されていくことになる o と
くに注目すべきことは農業用地の利用促進法が制定され，農地の集約的利
用が可能になってことである O
1985 年から20 年は，日本経済の長期的トレンドモデルから見ると，開
放型経済体制(ボーダレスエコノミー)の時代なので，農業分野でも以下
のような問題が起こってくる o 1 ドル10 円時代という著しい円高の中で，
海外からの輸入圧力は顕著に高まり，また，農作物の内外格差が顕在化し，
日本のカロリー自給率も 10 ポイント程度低下する O 海外からの輸入圧力の
増大によって兼業時代がピークアウトして離農率が増加する。そういう意
味では，農業が縮小均衡の時代へと入っていったと評価できょう o 高齢者
(昭和一桁台)が増加し，最近では昭和二桁台までの高齢者が農業の担い
手となってきた。日本の農業は80 年代以降に高齢者が中心となった産業と
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なっている。
海外との関係で見ると GATT' WTO 体制の下で牛肉や柑橘類の自由化
が進んだ。また， 89 年の参院選で自民党が大敗して与野党が逆転し，それ
以降に食管法が廃止され，圏内において米の流通の自由化が進んだ。そし
て，農業基本法が廃止され食糧基本法が制定された。農業の“空洞化"が
かなり進んだ時代であった。
20 年以降となると，生産者保護から消費者保護へと政策の軸足が農業
だけでなく日本の経済社会全般に広がった。また，生産者から消費者への
軸足の転換だけでなく， BSE 問題の発生や食品の不正表示問題など生産
者優先，消費者軽視の行政の問題点が一気に顕在化した。また，規制改革
会議からは伝統的な農地耕作者主義を見直して，株式会社の参入自由化，
農地法改正の必要性も主張されだしてきた。また，農協が参入障壁となっ
ているという独禁法上の議論も顕在化してきた。そういう意味で，初期の
クローズドシステムからオープンモデルに移行してくると，従来のような
保護政策が展開しにくい風土が形成されてきたといえる O
これからの農業・農政を考える場合に以下の諸点が重要である O
第 1 に，農業と農政を支えてきた旧来の自民党システムが崩壊してしま
ったことである O 小選挙区制の導入は在来型の政治構造を深層より崩し，
小泉行政改革がこの動きを加速させたといえる O このことを象徴している
のが205 年の総選挙であり，自民党は都市部で票を稼ぎ農村依存型政党か
ら都市依存型政党へと完全に変わり，政権党の基盤が農村から都市へと移
ってしまった。この逆転現象はもう元に戻らない。
第2 は，巨額の財政赤字からの脱却が大きな政策課題となっていること
である口国民 1人当たりの財政赤字は60 万円を優に超え，財政赤字解消
のための小さな政府を追及するという政策は小泉政権後も継承せざるを得
ない。消費税の導入が政策スケデユールにいずれ乗せざるを得ないのは時
間の問題である O 農業に財政からの補助金を支給することはますます難し
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くなる O
第3 に，生産者から消費者へと政策の軸足が転換しており，これは農業
だけでなく，一般の産業および消費者行政全般にいえるにことである o 90 
年代半ば以降の10 年間で消費者を意識した消費者行政がかなり展開されて
いる。例えば，製造物賠償責任法の制定はその一例である o 60 年代には消
費者保護法が農業基本法とほぼ同時に施行されたが，最近では消費者の自
立を標梼した消費者基本法へと変わり，新しい消費者行政は従来と異なっ
た観点から推進されている O 政府も消費者を意識した政策パッケージを作
り，公益事業の規制改革も生産者よりも消費者優先の政策を行っている O
さまざまな産業で生産者から消費者へと政策軸が移動している o
第4 に，株式会社を活用した効率経済への転換の主張は21 世紀に入って
いっそう大きな潮流となろう O 官が深く関与した産業分野は，前述したよ
うにムダが制度化され，効率性の観点から改善すべき大きな課題を残して
いた。農業も例外ではない。また，官製市場批判と一対となって農耕地の
有効活用と農地耕作者主義の見直しが大きな流れとなりつつある。農業関
係者が従来からの延長線上で農政のあり方を主張し難い風土が形成されて
いる O
第 5 に，円高・グローパルプライシングがさらに定着し，市場経済重視
という方向が弱まることはない。円高と時を同じくしてアジアの産業化が
推進され，グローパルプライシングが世界的規模で進行している。日本だ
けではなくアメリカ，ヨーロッパでの貿易構造の変化が顕著である O 日本
の貿易構造は垂直分業から水平分業へと完全に転換し，アジア諸国との相
互依存関係は極めて深化した。近隣諸国からの農産物輸入増加のトレンド
を逆転させることは難しい。保護政策によって内外価格差を許容すること
には限界がある o
第6は，自由貿易連合 (FTA) を形成していこうという動きがアジア全
域で広がりつつある D この場合に農業の自由化圧力が相当の強さで加わる
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ことが予想される O また， WTO 時代になり，公正な貿易取引のルールを
守っていかなければならないし，生産者保護行政は WTO ルール違反とな
りかねない。
このように考えると，さまざまな要因によって農業保護政策を展開する
余地は非常に少なくなっているといえる O しかし，保護政策への期待は依
然として大きい。農業関税の引き下げを阻止するとか，食糧自給率を引き
上げるために保護・育成政策を展開する必要があるという主張，担い手経
営者の選別や農業の再編成を行う必要があるという主張は決して衰えては
いない。伝統的な政策に対-するこだわりが強いように思われる o
このような農業をめぐる環境変化を背景として，従来の補助金ばらまき
と批判されてきた農家の助成制度を改める農政改革関連法が206 年 6月に
国会で成立した。大規模経営を目指す篤農家や営農団体に国の支援を集中
する新制度がコメ・麦・大豆，甜菜ーデンプン用馬鈴薯の主要 5品目につ
いて，来年の収穫分から適用されることになる O 制度改革の成否のカギは
「担い手」と呼ばれる大規模農家が増えるか否かにかかっている O
農業政策が掲げる担い手経営の「担い手」とは何か。効率的かつ安定的
な農業経営を目指して取り組む農業経営というふうに位置づいている O そ
れでは，効率的かつ安定的な農業経営とは何かといえば，農業従事者が他
産業の従事者並みの労働時間で，生涯所得・均衡所得(約 530 万円)を得
る経営である o 2017 年を目標として，家族農業経営を3 万から37 万くらい
に，法人経営を l万，集落・営農経営を 2 万から 4 万くらいに集約して，
全体の農地も 7-8% の大規模農家に集積しようというものである O
この場合に，都府県農業では平均 6 - 7ha ，北海道で、13ha ，集落農業
で20ha という農地の集約化と利用とが考えられ，行政が認定することに
なっている o しかし，このような介入型の農政は伝統的な政策思想の延長
線上に位置づけられているように思える O 自民党システムの崩壊とか財政
システムの制約とか21 世紀の農業をめぐる諸条件を考慮すると，行政によ
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る事前介入が農業の構造改革を推進する上で不可能になってきているので
はないかというのが私の認識である O
この担い手経営の選別は，幅広い農業者を一律に対象とした従来の政策
体系を見直して，認定農業者制度を活用して担い手を明確にして，これら
に政策を集中・重点化するという考え方である O そして，政策による選別
と育成を通していこうという政策である O しかし，このような選別政策は
市場経済システムに馴染むのかという問題点がある O
21 世紀におけるに日本経済の長期トレンドを念頭に置くと，こういう特
定の問題点をピックアップし，担い手経営者を政策的に育成していくとい
うよりも，公正な競争環境を整備し，市場システムを活用して農業に企業
家的農家を中心として競争力を強化するような政策展開が必要であるよう
に思える O 特に考慮すべきことは，担い手を選別するという政策目標は行
政による事前介入が必要であって，今日の日本経済ではすでに a馴染まない
行政手法であるともいえる o 今日では行政指導などの事前介入からルール
による事後介入へと行政の考え方・手法が大転換している O 農業政策もこ
のような大きな流れの中で構想されなければならないといえる O
そうなると，これからの農業政策の課題は企業家的農家を中心とした農
業を形成していくということであって 一つの方法は株式会社の参入を容
認し，効率的な農業の形成を模索していくことが必要であるように思える O
あるいは進取の気性に富んだ経営者が土地の集約的利用が可能となるよう
な政策の展開を図るべきではないのか。
今日の農業就業者は全就業者の 4% をきっており，全体で20 数十万人
程度である o 20 数十万人でも担い手経営という点からみると数が相当多
く，担い手経営を選別・推進しでも全く問題がなくなるというわけではな
い。また，旧い担い手経営と新しい担い手経営とが混在せざるを得ない状
態が出現する。公正な競争環境を整備しながら市場システムを上手く活用
し，農業を活性化していくためには株式会社の参入容認が一つのツールに
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なるように思える O
とくに海外との関係で，コメの輸入制限が継続されるべきなのか否か。
日本のコメは農家の創意工夫によって美味しいお米が産出されるようにな
っており，また地域間での競争も活発化し産地ごとでの創意工夫もかなり
進展している O 私の印象ではあれだけの美味しいお米を海外から供給でき
るとは到底思えず，保護政策に過度にナーパスになる必要はないのではな
いかとの印象が強い。むしろ重要なことは，囲内の競争力を強化すること
によって食糧の安全保障を図り 海外との関係を円滑にした方がアジア・
世界の中における日本の位置づけが明確となり，国際関係が改善されるの
ではないかと考えられる O こういう方向に進まざるを得ないトレンドが日
本の経済社会を包み込んでいるように思える O
以上
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